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１【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

 当社連結子会社である㈱カーネット車楽において中古車販売管理のための汎用パッケージシステムと会計汎用システ

ムの連動状況の問題から、経理担当者が手作業による経理修正処理を余儀なくされ、結果として経理システムによらず

決算処理を行ったため、会計帳簿記録内容に不備が発見されました。 

 また、子会社の決算の訂正に伴い、当該子会社投資に対する引当額も訂正しております。 

 これに伴い、平成17年12月13日に提出いたしました第94期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）半期

報告書の記載事項を訂正する必要が生じましたので、半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 訂正後の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、あずさ監査法人により再度監査を受けており、その監査報

告書を添付しております。 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

(1）連結経営指標等 

(2）提出会社の経営指標等 

２ 事業の内容 

(1) 事業内容の重要な変更（事業区分の変更） 

４ 従業員の状況 

(1) 連結会社の状況 

第２ 事業の状況 

１ 業績等の概要 

(1）業 績 

(2）キャッシュ・フロー 

２ 販売及び仕入の状況 

(1）販売実績 

(2）仕入実績 

第５ 経理の状況 

１ 中間連結財務諸表等 

(1）中間連結財務諸表 

① 中間連結貸借対照表 

② 中間連結損益計算書 

③ 中間連結剰余金計算書 

④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

注記事項  

(中間連結貸借対照表関係) 

(中間連結損益計算書関係) 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)  

(セグメント情報) 

(１株当たり情報) 

２ 中間財務諸表等 

(1）中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

② 中間損益計算書 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

注記事項 

(中間損益計算書関係) 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿＿線で示しております。 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(訂正前) 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回   次 第92期中 第93期中 第94期中 第92期 第93期 

会 計 期 間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売 上 高（百万円） 59,826 58,068 62,895 128,027 129,064 

経常利益（百万円） 122 407 △584 1,076 1,092 

中間（当期）純利益又は 

中間純損失（△）（百万円） 
△355 267 1,803 486 665 

純資産額（百万円） 8,911 11,201 13,637 10,322 11,702 

総資産額（百万円） 122,346 127,717 131,269 129,390 137,688 

１株当たり純資産額（円） 202.68 254.81 310.32 234.59 265.90 

１株当たり中間（当期）純利益又は 

１株当たり中間純損失（△）（円） 
△8.08 6.08 41.05 10.86 14.77 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 7.3 8.8 10.4 8.0 8.5 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

（百万円） 
2,909 △1,410 352 9,791 6,196 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

（百万円） 
△7,106 △3,563 3,857 △11,216 △12,896 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

（百万円） 
2,487 1,323 △5,088 4,078 1,713 

現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高（百万円） 
8,000 8,767 7,017 12,363 7,872 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］（人） 

2,330 

[578]

2,271 

[632]

2,183 

[725]

2,272 

[609]

2,161 

[890]



(訂正後) 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益につきましては、第93期中、第94期中、第92期及び第93期に

ついて潜在株式が存在しないため、第92期中については1株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

回   次 第92期中 第93期中 第94期中 第92期 第93期 

会 計 期 間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売 上 高（百万円） 59,826 58,068 62,912 128,027 129,056 

経常利益 又は 

経常損失（△）（百万円）  
122 407 △1,070 1,076 831 

中間（当期）純利益又は 

中間純損失（△）（百万円） 
△355 267 1,317 486 404 

純資産額（百万円） 8,911 11,201 12,890 10,322 11,441 

総資産額（百万円） 122,346 127,717 131,731 129,390 137,652 

１株当たり純資産額（円） 202.68 254.81 293.32 234.59 259.97 

１株当たり中間（当期）純利益又は 

１株当たり中間純損失（△）（円） 
△8.08 6.08 29.98 10.86 8.84 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 7.3 8.8 9.8 8.0 8.3 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

（百万円） 
2,909 △1,410 325 9,791 6,202 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

（百万円） 
△7,106 △3,563 3,877 △11,216 △12,896 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

（百万円） 
2,487 1,323 △5,088 4,078 1,713 

現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高（百万円） 
8,000 8,767 7,017 12,363 7,878 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］（人） 

2,330 

[578]

2,271 

[632]

2,183 

[725]

2,272 

[609]

2,161 

[890]



(訂正前) 

(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．平成16年３月期の１株当たり配当額４円は、持株会社体制移行に伴う記念配当１円50銭を含んでおります。

３．平成16年４月１日付で日産ディーラー事業に関する営業を、新設会社「東京日産自動車販売㈱」へ承継させ

る会社分割を行っており、同日付で持株会社制へ移行しております。 

(訂正後) 

(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．平成16年３月期の１株当たり配当額４円は、持株会社体制移行に伴う記念配当１円50銭を含んでおります。

３．平成16年４月１日付で日産ディーラー事業に関する営業を、新設会社「東京日産自動車販売㈱」へ承継させ

る会社分割を行っており、同日付で持株会社制へ移行しております。 

回   次 第92期中 第93期中 第94期中 第92期 第93期 

会 計 期 間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売 上 高（百万円） 45,902 2,221 2,253 94,450 4,566 

経常利益（百万円） 401 188 172 1,228 423 

中間（当期）純利益又は 

中間純損失（△）（百万円） 
394 55 △131 1,180 184 

資 本 金（百万円） 12,313 12,313 12,313 12,313 12,313 

発行済株式総数（千株） 43,979 43,979 43,979 43,979 43,979 

純資産額（百万円） 15,003 17,231 17,338 16,654 17,436 

総資産額（百万円） 112,608 77,287 70,646 116,043 75,621 

１株当たり中間（年間） 

配当額（円） 
－ － － 4.00 4.00 

自己資本比率（％） 13.3 22.3 24.5 14.4 23.1 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］（人） 

1,334 

[380]

5 

[1]

7 

[0]

1,269 

[379]

6 

[1]

回   次 第92期中 第93期中 第94期中 第92期 第93期 

会 計 期 間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売 上 高（百万円） 45,902 2,221 2,253 94,450 4,566 

経常利益（百万円） 401 188 172 1,228 423 

中間（当期）純利益又は 中間 

（当期）純損失（△）（百万円）  
394 55 △591 1,180 △76 

資 本 金（百万円） 12,313 12,313 12,313 12,313 12,313 

発行済株式総数（千株） 43,979 43,979 43,979 43,979 43,979 

純資産額（百万円） 15,003 17,231 16,617 16,654 17,175 

総資産額（百万円） 112,608 77,287 69,925 116,043 75,360 

１株当たり中間（年間） 

配当額（円） 
－ － － 4.00 4.00 

自己資本比率（％） 13.3 22.3 23.8 14.4 22.8 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］（人） 

1,334 

[380]

5 

[1]

7 

[0]

1,269 

[379]

6 

[1]



２【事業の内容】 

 （訂正前） 

  （1）事業内容の重要な変更（事業区分の変更） 

前中間連結会計期間では「情報システム関連事業」について「その他の事業」に含めておりましたが、重要性の

増加に伴い、前連結会計年度より区分することに変更いたしました。 

 主要な関係会社（連結子会社） 

 東京日産コンピュータシステム㈱ 

  

（訂正後） 

（1）事業内容の重要な変更（事業区分の変更） 

前中間連結会計期間において「その他の事業」に含めて表示していた「情報システム関連事業」及び「ホテル事

業」について、重要性の増加に伴い「情報システム関連事業」を前連結会計年度より、「ホテル事業」を当中間

連結会計期間より区分掲記することに変更しております。 

  主要な関係会社（連結子会社） 

 東京日産コンピュータシステム㈱ 

 Ｔ．Ｎ．グループハワイ会社（米国） 



４【従業員の状況】 

（訂正前） 

(1）連結会社の状況 

（注）１．「従業員数」欄は就業人員（社外への出向者を除き、社外からの出向者を含むほか、常用パートを含んでお

ります。）であり、［外書］は臨時雇用者数の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

   ２．「事業の種類別セグメントの名称」欄の全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメント

に区分できない管理部門に所属しているものであります。 

  

（訂正後） 

(1）連結会社の状況 

（注）１．「従業員数」欄は就業人員（社外への出向者を除き、社外からの出向者を含むほか、常用パートを含んでお

ります。）であり、［外書］は臨時雇用者数の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

   ２．「事業の種類別セグメントの名称」欄の全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメント

に区分できない管理部門に所属しているものであります。 

      ３．「ホテル事業」につきましては、業務委託形式のため従業員はおりません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数（人） 

自動車関連事業 1,873 [508] 

不動産関連事業 24 [37] 

情報システム関連事業 95 [25] 

その他の事業 135 [142] 

全 社（共通） 56 [13] 

合   計 2,183 [725] 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数（人） 

自動車関連事業 1,873 [508] 

不動産関連事業 24 [37] 

情報システム関連事業 95 [25] 

ホテル事業 － [－] 

その他の事業 135 [142] 

全 社（共通） 56 [13] 

合   計 2,183 [725] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(訂正前) 

(1）業  績 

 当中間連結会計期間における国内自動車販売の状況は、自動車メーカー各社による新型車の投入などもあり、

新車登録台数は全国全需で対前年同期比3.0％増、都内全需で対前年同期比5.8％増と前年実績を上回りました。

このような状況の中で、当中間連結会計期間は、主力の自動車関連事業につきましては、新車販売において、オ

リジナル商品である個人向けリース「Ｐ.Ｏ.Ｐ」を含むリース販売を引き続き強力に推進したことと、上半期に

新発売となったセレナ、オッティの拡販に努めたことなどにより、東京日産自動車販売㈱を中心としたグループ

全体の新車販売総台数は、17,541台と前年同期を11.2％上回ることができました。しかしながら損益面では、ガ

ソリン価格の高騰などの要因もあり、コンパクトカー、軽自動車へのシフトが進んでいること、また全体需要の

大幅な伸長がない中で、法人需要の獲得競争や価格競争が激化していること、さらに中古車事業におけるオーク

ション相場の下落などもあり、前年同期の営業利益を下回ることとなりました。 

なお、自動車関連事業のその他の事業におきましては、リース事業の㈱エース・オートリースは着実に保有台数

を拡大しており、車検事業の㈱車検館につきましても、車検入庫台数を大幅に伸長させております。また、自動

車関連事業以外では、情報システム関連事業の東京日産コンピュータシステム㈱も順調に業績を伸ばしておりま

す。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は62,895百万円と前年同期比で8.3％の増収となりましたが、損益

面では、自動車関連事業での減益が影響し、営業利益は162百万円、経常損益は584百万円の損失と前年同期比で

減益となりました。中間純利益につきましては、減損会計導入に伴う固定資産の評価損、売却損及び関係会社整

理損失引当金の計上等で6,798百万円を特別損失に計上いたしましたが、港ビルの売却益等9,734百万円を特別利

益に計上したことから、中間純利益1,803百万円（前年同期比1,536百万円増、575.2％増）となりました。 

 当中間連結会計期間の事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

 なお、前中間連結会計期間では「情報システム関連事業」について「その他の事業」に含めて表示しておりま

したが、重要性の増加に伴い前連結会計年度より事業の種類別セグメントを、「自動車関連事業」「不動産関連

事業」「情報システム関連事業」「その他の事業」に表示方法を変更しております。また、前年同期比較にあた

っては前中間連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。   

①自動車関連事業 

東京日産自動車販売㈱において、新発売のセレナ、オッティを中心に拡販に努めたことにより、新車売上高が増

加したことなどにより、売上高は55,216百万円（前年同期比4,287百万円増、8.4％増）となりましたが、損益面

ではコンパクトカーへのシフト、価格競争の激化、中古車オークション相場の下落などにより、営業利益は313

百万円（前年同期比858百万円減、73.2％減）と前年を下回りました。 

②不動産関連事業 

不動産関連事業においては、入居率はほぼ満室に近い状態で安定的に推移しております。前連結会計年度より、

㈱東京リアルエステートを重要性が増したため連結対象に含めたことにより、売上高は1,188百万円（前年同期

比319百万円増、36.8％増）となりましたが、営業利益は本年７月での港ビル売却影響もあり428百万円（前年同

期比24百万円減、5.3％減）となりました。 

③情報システム関連事業 

東京日産コンピュータシステム㈱は導入支援サービスを中心としたサービス事業を積極的に展開しましたが、価

格競争の激化によるハードウェア価格の下落等もあり、情報システム関連事業の売上高は5,206百万円（前年同

期比64百万円減、1.2％減）と前年並みとなりましたが、営業利益は217百万円（前年同期比49百万円増、29.3％

増）と前年を上回り、増益となりました。 

④その他の事業 

その他の事業は、東京日産ドライビングカレッジ㈱が行っている自動車教習所事業及び㈱エーススタッフの人材

派遣業等が主となり、売上高は1,283百万円（前年同期比284百万円増、28.4％増）、営業利益198百万円（前年

同期比75百万円増、61.7％増）となりました。 



(訂正後) 

(1）業  績 

 当中間連結会計期間における国内自動車販売の状況は、自動車メーカー各社による新型車の投入などもあり、

新車登録台数は全国全需で対前年同期比3.0％増、都内全需で対前年同期比5.8％増と前年実績を上回りました。

このような状況の中で、当中間連結会計期間は、主力の自動車関連事業につきましては、新車販売において、オ

リジナル商品である個人向けリース「Ｐ.Ｏ.Ｐ」を含むリース販売を引き続き強力に推進したことと、上半期に

新発売となったセレナ、オッティの拡販に努めたことなどにより、東京日産自動車販売㈱を中心としたグループ

全体の新車販売総台数は、17,541台と前年同期を11.2％上回ることができました。しかしながら損益面では、ガ

ソリン価格の高騰などの要因もあり、コンパクトカー、軽自動車へのシフトが進んでいること、また全体需要の

大幅な伸長がない中で、法人需要の獲得競争や価格競争が激化していること、さらに中古車事業におけるオーク

ション相場の下落などもあり、前年同期の営業利益を下回ることとなりました。 

なお、自動車関連事業のその他の事業におきましては、リース事業の㈱エース・オートリースは着実に保有台数

を拡大しており、車検事業の㈱車検館につきましても、車検入庫台数を大幅に伸長させております。また、自動

車関連事業以外では、情報システム関連事業の東京日産コンピュータシステム㈱も順調に業績を伸ばしておりま

す。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は62,912百万円と前年同期比で8.3％の増収となりましたが、損益

面では、自動車関連事業での減益が影響し、営業損益で323百万円の損失、経常損益は1,070百万円の損失と前年

同期比で減益となりました。中間純利益につきましては、減損会計導入に伴う固定資産の評価損、売却損及び関

係会社整理損失引当金の計上等で6,798百万円を特別損失に計上いたしましたが、港ビルの売却益等9,734百万円

を特別利益に計上したことから、中間純利益1,317百万円（前年同期比1,050百万円増、393.2％増）となりまし

た。 

 当中間連結会計期間の事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

 なお、前中間連結会計期間において「その他の事業」に含めて表示しておりました「情報システム関連事業」

は、前連結会計年度より重要性が増加したため単独セグメントとしております。 

 また、前中間連結会計期間において「その他の事業」に含めて表示しておりました「ホテル事業」は、当中間

連結会計期間より重要性が増加したため単独セグメントとしております。 

 これにより、当中間連結会計期間より、事業の種類別セグメントの表示を「自動車関連事業」「不動産関連事

業」「情報システム関連事業」「ホテル事業」「その他の事業」に変更しております。   

①自動車関連事業 

東京日産自動車販売㈱において、新発売のセレナ、オッティを中心に拡販に努めたことにより、新車売上高が増

加したことなどにより、売上高は55,233百万円（前年同期比4,305百万円増、8.5％増）となりましたが、損益面

ではコンパクトカーへのシフト、価格競争の激化、中古車オークション相場の下落などにより、営業損益が172

百万円の損失（前年同期は1,171百万円の利益）となりました。 

②不動産関連事業 

不動産関連事業においては、入居率はほぼ満室に近い状態で安定的に推移しております。前連結会計年度より、

㈱東京リアルエステートを重要性が増したため連結対象に含めたことにより、売上高は1,188百万円（前年同期

比319百万円増、36.8％増）となりましたが、営業利益は本年７月での港ビル売却影響もあり428百万円（前年同

期比24百万円減、5.3％減）となりました。 

③情報システム関連事業 

東京日産コンピュータシステム㈱は導入支援サービスを中心としたサービス事業を積極的に展開しましたが、価

格競争の激化によるハードウェア価格の下落等もあり、情報システム関連事業の売上高は5,206百万円（前年同

期比64百万円減、1.2％減）と前年並みとなりましたが、営業利益は217百万円（前年同期比49百万円増、29.3％

増）と前年を上回り、増益となりました。 



④ホテル事業 

客室稼働率が高水準で推移しており、営業利益は89百万円となりました。なお、「その他の事業」に含めて表示

しておりました「ホテル事業」は、重要性が増加したため当中間連結会計期間より単独セグメントとしておりま

す。 

⑤その他の事業 

その他の事業は、東京日産ドライビングカレッジ㈱が行っている自動車教習所事業及び㈱エーススタッフの人材

派遣業等が主となり、売上高は714百万円、営業利益108百万円となりました。なお、当中間連結会計期間より

「ホテル事業」が「その他の事業」セグメントから区分掲記されたことに伴い、当中間連結会計期間の「その他

の事業」の売上高及び営業利益は大幅に減少しております。 



(訂正前) 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、7,017百万円（前連結会計

年度末比854百万円減）となりました。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は、352百万円（前年同期比1,762百万円増）であり、主な内容は、減価償却前の税

金等調整前中間純利益は7,193百万円と前年同期比で2,255百万円増加いたしましたが、仕入債務の減少額が

7,455百万円と前年同期比で3,213百万円減少したこと、及び、たな卸資産の減少額が1,985百万円と前年同期比

で2,655百万円増加したことによるものであります。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果得られた資金は、3,857百万円（前年同期比7,421百万円増）であり、主な内容は、リース資産を

含む有形固定資産の取得による支出とリース資産及び港ビル売却を含む有形固定資産の売却による収入の差引き

による収入4,901百万円（前年同期比10,053百万円増）であります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動に使用した資金は5,088百万円（前年同期比6,412百万円増）であり、主な内容は、長・短借入金の返済

実施6,256百万円（前年同期比5,591百万円増）であります。 

(訂正後) 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、7,017百万円（前連結会計

年度末比854百万円減）となりました。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は、325百万円（前年同期比1,736百万円増）であり、主な内容は、減価償却前の税

金等調整前中間純利益は6,705百万円と前年同期比で1,766百万円増加いたしましたが、仕入債務の減少額が

6,564百万円と前年同期比で2,323百万円増加したこと、及び、たな卸資産の減少額が1,829百万円と前年同期比

で2,499百万円増加したことによるものであります。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果得られた資金は、3,877百万円（前年同期比7,441百万円増）であり、主な内容は、リース資産を

含む有形固定資産の取得による支出とリース資産及び港ビル売却を含む有形固定資産の売却による収入の差引き

による収入4,903百万円（前年同期比10,055百万円増）であります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動に使用した資金は5,088百万円（前年同期比6,412百万円増）であり、主な内容は、長・短借入金の返済

実施6,256百万円（前年同期比5,591百万円増）であります。 



２【販売及び仕入の状況】 

(訂正前) 

(1）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．前連結会計年度より「自動車関連事業」の新車の販売台数については、リースを含んでおります。なお、前

中間連結会計期間におけるリースを含んだ新車の販売台数は15,774台であります。また、中古車の販売台数

については、小売及び卸売台数の合計のみとなっており、前中間連結会計期間における小売及び卸売台数の

合計は12,629台であります。 

４．前中間連結会計期間の「その他の事業」に計上していた「情報システム関連事業」は、前連結会計年度より

重要性が増加したため区分掲記しております。なお、前年同期比較については前中間連結会計期間分を変更

後の区分に組み替えて行っております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

販売台数（台） 金 額（百万円） 前年同期比（％） 

 自動車関連事業    

新       車 17,541 27,014 106.5 

中   古   車 14,887 9,493 126.3 

そ   の   他 － 18,708 103.6 

計 － 55,216 108.4 

 不動産関連事業 － 1,188 136.8 

 情報システム関連事業 － 5,206 98.8 

 その他の事業 － 1,283 128.4 

合   計 － 62,895 108.3 



(訂正後) 

(1）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．前連結会計年度より「自動車関連事業」の新車の販売台数については、リースを含んでおります。なお、前

中間連結会計期間におけるリースを含んだ新車の販売台数は15,774台であります。また、中古車の販売台数

については、小売及び卸売台数の合計のみとなっており、前中間連結会計期間における小売及び卸売台数の

合計は12,629台であります。 

４．前中間連結会計期間の「その他の事業」に計上していた「情報システム関連事業」は、前連結会計年度より

重要性が増加したため区分掲記しております。 

５．前中間連結会計期間の「その他の事業」に計上していた「ホテル事業」は、当中間連結会計期間より重要性

が増加したため区分掲記しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

販売台数（台） 金 額（百万円） 前年同期比（％） 

 自動車関連事業    

新       車 17,541 27,014 106.5 

中   古   車 14,887 9,510 126.5 

そ   の   他 － 18,708 103.6 

計 － 55,233 108.5 

 不動産関連事業 － 1,188 136.8 

 情報システム関連事業 － 5,206 － 

 ホテル事業 － 569 － 

 その他の事業 － 714 11.4 

合   計 － 62,912 108.3 



(訂正前) 

(2）仕入実績 

 当中間連結会計期間における仕入実績は、次のとおりであります。 

 なお、仕入実績については、事業の性質上「自動車関連事業」の新車及び中古車について開示しております。 

 (注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(訂正後) 

(2）仕入実績 

 当中間連結会計期間における仕入実績は、次のとおりであります。 

 なお、仕入実績については、事業の性質上「自動車関連事業」の新車及び中古車について開示しております。 

 (注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

金  額（百万円） 前年同期比（％） 

 自動車関連事業   

新       車 23,576 104.8 

中   古   車 7,482 133.6 

計 31,058 110.5 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

金  額（百万円） 前年同期比（％） 

 自動車関連事業   

新       車 23,576 104.8 

中   古   車 7,071 126.3 

計 30,647 109.1 



第５【経理の状況】 

１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

(訂正前)  

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区   分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※１  8,865   7,047   7,897  

２．受取手形及び売掛金 ※１  11,755   13,596   14,994  

３．有価証券    15   －   －  

４．たな卸資産   5,360   4,917   6,983  

５．その他   9,143   11,482   9,342  

６．貸倒引当金   △19   △11   △12  

流動資産合計   35,120 27.5  37,034 28.2  39,205 28.5 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※２          

(1）建物及び構築物 ※１ 17,101   18,775   20,766   

(2）リース資産  26,049   29,204   28,072   

(3）土 地 ※１ 33,427   29,063   34,139   

(4）その他  4,558   2,507   2,390   

有形固定資産合計   81,137 63.5  79,551 60.6  85,369 62.0 

２．無形固定資産   632 0.5  1,004 0.8  617 0.4 

３．投資その他の資産           

(1）投資その他の資産 ※１ 11,126   13,794   12,607   

(2）投資評価引当金  △40   －   －   

(3）貸倒引当金  △259   △115   △110   

投資その他の資産合計   10,827 8.5  13,678 10.4  12,496 9.1 

固定資産合計   92,596 72.5  94,234 71.8  98,483 71.5 

資産合計   127,717 100.0  131,269 100.0  137,688 100.0 

           



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区   分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金   20,009   19,028   26,945  

２．短期借入金 ※１  24,253   16,300   26,159  

３．一年以内返済予定の 
長期借入金 

※１  11,497   9,431   8,039  

４．一年以内償還予定の社債    280   380   280  

５．賞与引当金   1,247   1,213   1,224  

６．関係会社整理損失引当金   －   1,118   －  

７．未払法人税等   －   2,825   －  

８．その他 ※３  12,840   16,288   15,004  

流動負債合計   70,129 54.9  66,586 50.7  77,653 56.4 

Ⅱ 固定負債           

１．社 債   1,120   2,040   980  

２．長期借入金 ※１  25,040   29,323   27,094  

３．長期リース債権譲渡 
支払債務 

※３  11,172   11,318   11,134  

４．退職給付引当金   6,110   5,544   5,831  

５．役員退職慰労引当金   20   23   23  

６．長期預り金   956   560   1,143  

７．その他   1,194   1,300   1,222  

固定負債合計   45,615 35.7  50,110 38.2  47,428 34.4 

負債合計   115,744 90.6  116,697 88.9  125,082 90.8 

                  

（少数株主持分）           

少数株主持分   771 0.6  933 0.7  904 0.7 

                  

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   12,313 9.6  12,313 9.4  12,313 8.9 

Ⅱ 資本剰余金   911 0.7  911 0.7  911 0.7 

Ⅲ 利益剰余金   △3,061 △2.3  △1,041 △0.8  △2,644 △1.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   1,154 0.9  1,450 1.1  1,244 0.9 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △111 △0.1  12 0.0  △113 △0.1 

Ⅵ 自己株式   △5 △0.0  △9 △0.0  △7 △0.0 

資本合計   11,201 8.8  13,637 10.4  11,702 8.5 

負債、少数株主持分及び 
資本合計   127,717 100.0  131,269 100.0  137,688 100.0 

           



(訂正後)  

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区   分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※１  8,865   7,047   7,903  

２．受取手形及び売掛金 ※１  11,755   14,231   15,165  

３．有価証券    15   －   －  

４．たな卸資産   5,360   5,049   6,958  

５．その他   9,143   11,198   9,154  

６．貸倒引当金   △19   △11   △12  

流動資産合計   35,120 27.5  37,515 28.5  39,169 28.5 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※２          

(1）建物及び構築物 ※１ 17,101   18,782   20,766   

(2）リース資産  26,049   29,204   28,072   

(3）土 地 ※１ 33,427   29,063   34,139   

(4）その他  4,558   2,501   2,389   

有形固定資産合計   81,137 63.5  79,551 60.4  85,369 62.0 

２．無形固定資産   632 0.5  986 0.7  617 0.4 

３．投資その他の資産           

(1）投資その他の資産 ※１ 11,126   13,794   12,607   

(2）投資評価引当金  △40   －   －   

(3）貸倒引当金  △259   △115   △110   

投資その他の資産合計   10,827 8.5  13,678 10.4  12,496 9.1 

固定資産合計   92,596 72.5  94,216 71.5  98,483 71.5 

資産合計   127,717 100.0  131,731 100.0  137,652 100.0 

           



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区   分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金   20,009   20,133   27,160  

２．短期借入金 ※１  24,253   16,300   26,159  

３．一年以内返済予定の 
長期借入金 

※１  11,497   9,431   8,039  

４．一年以内償還予定の社債    280   380   280  

５．賞与引当金   1,247   1,213   1,224  

６．関係会社整理損失引当金   －   1,118   －  

７．未払法人税等   －   2,825   －  

８．その他 ※３  12,840   16,392   15,014  

流動負債合計   70,129 54.9  67,796 51.5  77,877 56.6 

Ⅱ 固定負債           

１．社 債   1,120   2,040   980  

２．長期借入金 ※１  25,040   29,323   27,094  

３．長期リース債権譲渡 
支払債務 

※３  11,172   11,318   11,134  

４．退職給付引当金   6,110   5,544   5,831  

５．役員退職慰労引当金   20   23   23  

６．長期預り金   956   560   1,143  

７．その他   1,194   1,300   1,222  

固定負債合計   45,615 35.7  50,110 38.0  47,428 34.4 

負債合計   115,744 90.6  117,907 89.5  125,306 91.0 

                  

（少数株主持分）           

少数株主持分   771 0.6  933 0.7  904 0.7 

                  

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   12,313 9.6  12,313 9.3  12,313 8.9 

Ⅱ 資本剰余金   911 0.7  911 0.7  911 0.7 

Ⅲ 利益剰余金   △3,061 △2.3  △1,788 △1.3  △2,905 △2.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   1,154 0.9  1,450 1.1  1,244 0.9 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △111 △0.1  12 0.0  △113 △0.1 

Ⅵ 自己株式   △5 △0.0  △9 △0.0  △7 △0.0 

資本合計   11,201 8.8  12,890 9.8  11,441 8.3 

負債、少数株主持分及び 
資本合計   127,717 100.0  131,731 100.0  137,652 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

(訂正前)  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区   分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   58,068 100.0  62,895 100.0  129,064 100.0 

Ⅱ 売上原価   44,314 76.3  50,538 80.4  101,915 79.0 

売上総利益   13,753 23.7  12,356 19.6  27,149 21.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  12,672 21.8  12,193 19.3  24,714 19.1 

営業利益   1,081 1.9  162 0.3  2,434 1.9 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  18   8   24   

２．受取配当金  22   32   64   

３．債務整理益  23   －   37   

４．その他  41 106 0.2 37 78 0.1 91 218 0.1 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払割賦手数料  －   30   50   

２．支払利息  689   695   1,386   

３．社債発行費  30   36   30   

４．その他  61 780 1.4 62 825 1.3 93 1,560 1.2 

経常利益   407 0.7  － －  1,092 0.8 

経常損失   － －  584 △0.9  － － 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区   分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

１．投資有価証券売却益  251   －   395   

２．持分変動利益 ※２ 251   －   251   

３．貸倒引当金戻入益  －   0   7   

４．固定資産売却益 ※３ －   9,710   472   

５．保険差益   －   －   161   

６．関係会社譲渡益   －   －   27   

７．関係会社株式売却益 ※４ －   －   47   

８．保険解約返戻金   － 502 0.9 23 9,734 15.4 － 1,362 1.1 

Ⅶ 特別損失           

１．車両運搬具売却損  176   －   －   

２．固定資産除却損  55   －   －   

３．役員退職慰労金  61   －   63   

４．貸倒引当金繰入額  ※５ 45   －   －   

５．投資有価証券評価損  31   －   31   

６．ゴルフ会員権評価損  12   －   14   

７．固定資産除却・売却損  ※６ －   3,845   599   

８．減損損失 ※７ －   1,824   －   

９．関係会社整理損失引当金繰
入額 

  －   1,118   －   

10．関係会社譲渡損  －   －   47   

11．賃借契約解約損   － 381 0.7 9 6,798 10.8 － 755 0.6 

税金等調整前中間（当期）
純利益   528 0.9  2,351 3.7  1,699 1.3 

法人税、住民税及び事業税  177   2,775   786   

法人税等調整額  53 231 0.4 △2,273 501 0.8 149 936 0.7 

少数株主利益   30 0.0  46 0.0  98 0.1 

中間（当期）純利益   267 0.5  1,803 2.9  665 0.5 

           



(訂正後)  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区   分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   58,068 100.0  62,912 100.0  129,056 100.0 

Ⅱ 売上原価   44,314 76.3  50,128 79.7  101,585 78.7 

売上総利益   13,753 23.7  12,784 20.3  27,470 21.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  12,672 21.8  13,108 20.8  25,296 19.6 

営業利益 又は  
営業損失（△）   1,081 1.9  △323 △0.5  2,173 1.7 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  18   8   24   

２．受取配当金  22   32   64   

３．債務整理益  23   －   37   

４．その他  41 106 0.2 37 78 0.1 91 218 0.1 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払割賦手数料  －   30   50   

２．支払利息  689   695   1,386   

３．社債発行費  30   36   30   

４．その他  61 780 1.4 62 825 1.3 93 1,560 1.2 

経常利益   407 0.7  － －  831 0.6 

経常損失   － －  1,070 △1.7  － － 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区   分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

１．投資有価証券売却益  251   －   395   

２．持分変動利益 ※２ 251   －   251   

３．貸倒引当金戻入益  －   0   7   

４．固定資産売却益 ※３ －   9,710   472   

５．保険差益   －   －   161   

６．関係会社譲渡益   －   －   27   

７．関係会社株式売却益 ※４ －   －   47   

８．保険解約返戻金   － 502 0.9 23 9,734 15.5 － 1,362 1.1 

Ⅶ 特別損失           

１．車両運搬具売却損  176   －   －   

２．固定資産除却損  55   －   －   

３．役員退職慰労金  61   －   63   

４．貸倒引当金繰入額  ※５ 45   －   －   

５．投資有価証券評価損  31   －   31   

６．ゴルフ会員権評価損  12   －   14   

７．固定資産除却・売却損  ※６ －   3,845   599   

８．減損損失 ※７ －   1,824   －   

９．関係会社整理損失引当金繰
入額 

  －   1,118   －   

10．関係会社譲渡損  －   －   47   

11．賃借契約解約損   － 381 0.7 9 6,798 10.8 － 755 0.6 

税金等調整前中間（当期）
純利益   528 0.9  1,865 3.0  1,438 1.1 

法人税、住民税及び事業税  177   2,775   786   

法人税等調整額  53 231 0.4 △2,273 501 0.8 149 936 0.7 

少数株主利益   30 0.0  46 0.1  98 0.1 

中間（当期）純利益   267 0.5  1,317 2.1  404 0.3 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

(訂正前)  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   911  911  911 

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高   911  911  911 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △3,141  △2,644  △3,141 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  267  1,803  665  

２．連結子会社増加に伴う増加高  － 267 － 1,803 18 683 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  175  175  175  

２．役員賞与  9  16  9  

３．連結子会社増加に伴う減少高  1 186 8 200 1 186 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高   △3,061  △1,041  △2,644 

        

(訂正後)  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   911  911  911 

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高   911  911  911 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △3,141  △2,905  △3,141 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  267  1,317  404  

２．連結子会社増加に伴う増加高  － 267 － 1,317 18 422 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  175  175  175  

２．役員賞与  9  16  9  

３．連結子会社増加に伴う減少高  1 186 8 200 1 186 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高   △3,061  △1,788  △2,905 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

(訂正前)  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１．税金等調整前中間（当期）純利益  528 2,351 1,699 

２．減価償却費  4,410 4,842 9,063 

３．貸倒引当金の増減額（減少：△）  32 3 △96 

４．退職給付引当金の増減額（減少：△）  △350 △287 △631 

５．受取利息及び受取配当金  △41 △41 △89 

６．支払利息  689 695 1,386 

７．投資有価証券売却益  △251 － △395 

８．持分変動利益  △251 － △251 

９．有形固定資産売却益  － △9,710 △472 

10．投資有価証券評価損・売却損等  43 － 31 

11．固定資産除却・売却損等  231 3,845 599 

12．減損損失  － 1,824 － 

13．関係会社整理損失引当金の増加額  － 1,118 － 

14．売上債権の増減額（増加：△）  1,090 1,414 △2,238 

15．たな卸資産の増減額（増加：△）  △670 1,985 △2,228 

16．仕入債務の増減額（減少：△）  △4,241 △7,455 3,283 

17．未払消費税等の増減額（減少：△）  △322 △517 △255 

18．その他  △1,143 1,439 △1,048 

小  計  △245 1,507 8,355 

19．利息及び配当金の受取額  3 56 33 

20．利息の支払額  △569 △724 △1,284 

21．法人税等の支払額  △598 △486 △908 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △1,410 352 6,196 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１．定期預金預入れによる支出  △1 △30 △501 

２．定期預金払出しによる収入  47 24 121 

３．有形固定資産（リース資産を除く） 

の取得による支出 
 △2,635 △2,918 △7,975 

４．有形固定資産（リース資産を除く） 

の売却による収入 
 1,305 12,131 3,820 

５．リース資産の取得による支出  △5,195 △6,570 △12,762 

６．リース資産の売却による収入  1,374 2,259 2,902 

７．投資有価証券の取得による支出  △226 △477 △456 

８．投資有価証券の売却による収入  2,305 340 2,644 

９．関係会社株式の取得による支出  － △0 △72 

10．関係会社株式の売却による収入  － － 132 

11．貸付けによる支出  △449 △0 △457 

12．貸付金の回収による収入  14 51 168 

13．その他  △102 △952 △460 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,563 3,857 △12,896 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１．短期借入金の増減額（減少：△）  1,669 △9,878 3,540 

２．長期借入れによる収入  5,817 9,400 10,817 

３．長期借入金の返済による支出  △8,152 △5,778 △14,556 

４．リース債権譲渡支払債務 

の増加による収入 
 3,705 4,522 8,247 

５．リース債権譲渡支払債務 

の返済による支出 
 △3,576 △4,308 △8,052 

６．社債の発行による収入  1,400 1,300 1,400 

７．社債の償還による支出  － △140 △140 

８．連結子会社の公募増資による収入  647 － 647 

９．配当金の支払額  △175 △175 △175 

10．少数株主に対する配当金の支払額  △10 △29 △10 

11．その他  △1 △1 △4 

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,323 △5,088 1,713 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  3 18 △13 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 

増減額（減少：△） 
 △3,647 △860 △5,000 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  12,363 7,872 12,363 

Ⅶ 新規連結による現金及び 

現金同等物の増加額 
 50 5 509 

Ⅷ 現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
 8,767 7,017 7,872 

     



(訂正後)  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１．税金等調整前中間（当期）純利益  528 1,865 1,438 

２．減価償却費  4,410 4,840 9,063 

３．貸倒引当金の増減額（減少：△）  32 3 △96 

４．退職給付引当金の増減額（減少：△）  △350 △287 △631 

５．受取利息及び受取配当金  △41 △41 △89 

６．支払利息  689 695 1,386 

７．投資有価証券売却益  △251 － △395 

８．持分変動利益  △251 － △251 

９．有形固定資産売却益  － △9,710 △472 

10．投資有価証券評価損・売却損等  43 － 31 

11．固定資産除却・売却損等  231 3,845 599 

12．減損損失  － 1,824 － 

13．関係会社整理損失引当金の増加額  － 1,118 － 

14．売上債権の増減額（増加：△）  1,090 950 △2,408 

15．たな卸資産の増減額（増加：△）  △670 1,829 △2,203 

16．仕入債務の増減額（減少：△）  △4,241 △6,564 3,498 

17．未払消費税等の増減額（減少：△）  △322 △472 △303 

18．その他  △1,143 1,585 △803 

小  計  △245 1,481 8,361 

19．利息及び配当金の受取額  3 56 33 

20．利息の支払額  △569 △724 △1,284 

21．法人税等の支払額  △598 △486 △908 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △1,410 325 6,202 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１．定期預金預入れによる支出  △1 △30 △501 

２．定期預金払出しによる収入  47 24 121 

３．有形固定資産（リース資産を除く） 

の取得による支出 
 △2,635 △2,922 △7,975 

４．有形固定資産（リース資産を除く） 

の売却による収入 
 1,305 12,137 3,821 

５．リース資産の取得による支出  △5,195 △6,570 △12,762 

６．リース資産の売却による収入  1,374 2,259 2,902 

７．投資有価証券の取得による支出  △226 △477 △456 

８．投資有価証券の売却による収入  2,305 340 2,644 

９．関係会社株式の取得による支出  － △0 △72 

10．関係会社株式の売却による収入  － － 132 

11．貸付けによる支出  △449 △0 △457 

12．貸付金の回収による収入  14 51 168 

13．その他  △102 △934 △460 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,563 3,877 △12,896 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１．短期借入金の増減額（減少：△）  1,669 △9,878 3,540 

２．長期借入れによる収入  5,817 9,400 10,817 

３．長期借入金の返済による支出  △8,152 △5,778 △14,556 

４．リース債権譲渡支払債務 

の増加による収入 
 3,705 4,522 8,247 

５．リース債権譲渡支払債務 

の返済による支出 
 △3,576 △4,308 △8,052 

６．社債の発行による収入  1,400 1,300 1,400 

７．社債の償還による支出  － △140 △140 

８．連結子会社の公募増資による収入  647 － 647 

９．配当金の支払額  △175 △175 △175 

10．少数株主に対する配当金の支払額  △10 △29 △10 

11．その他  △1 △1 △4 

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,323 △5,088 1,713 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  3 18 △13 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 

増減額（減少：△） 
 △3,647 △866 △4,994 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  12,363 7,878 12,363 

Ⅶ 新規連結による現金及び 

現金同等物の増加額 
 50 5 509 

Ⅷ 現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
 8,767 7,017 7,878 

     



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

(訂正前)  

前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成17年３月31日） 

※１ 担保資産 ※１ 担保資産 ※１ 担保資産 

担保提供資産 
担保権によって担保され
ている債務 

区 分 
帳簿価額 
（百万円） 

区 分 
期末残高 
（百万円） 

預  金 1,356 
短期借入金 10,608 

受取手形 561 

建  物 10,594 長期借入金 
（一年以内返
済分含む） 

27,115 

土  地 25,246 

投資有価証券 785 

合 計 38,544 合 計 37,723 

担保提供資産 
担保権によって担保され
ている債務 

区 分 
帳簿価額 
（百万円）

区 分 
期末残高 
（百万円）

預  金 1,174 
短期借入金 5,357 

受取手形 506 

建  物 8,393 長期借入金 
（一年以内返
済分含む）

28,669 

土  地 19,212 

投資有価証券 1,013 

合 計 30,301 合 計 34,027 

担保提供資産 
担保権によって担保され
ている債務 

区 分 
帳簿価額 
（百万円） 

区 分 
期末残高 
（百万円）

預  金 1,164 
短期借入金 11,432 

受取手形 538 

建  物 10,457 長期借入金 
（一年以内返
済分含む） 

25,541 

土  地 25,246 

投資有価証券 910 

合 計 38,317 合 計 36,973 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

30,627百万円 32,314百万円 32,227百万円 

※３ リース債権譲渡支払債務（流動負債の

「その他」に含まれている）及び「長

期リース債権譲渡支払債務」は、「特

定債権等に係る事業の規制に関する法

律」に基づく資金調達額であります。

なお、この法律に基づき譲渡したリー

ス契約債権残高は25,149百万円であり

ます。 

※３ リース債権譲渡支払債務（流動負債の

「その他」に含まれている）及び「長

期リース債権譲渡支払債務」は、「特

定債権等に係る事業の規制に関する法

律」に基づく資金調達額であります。

なお、この法律に基づき譲渡したリー

ス契約債権残高は25,410百万円であり

ます。 

※３ リース債権譲渡支払債務（流動負債の

「その他」に含まれている）及び「長

期リース債権譲渡支払債務」は、「特

定債権等に係る事業の規制に関する法

律」に基づく資金調達額であります。

なお、この法律に基づき譲渡したリー

ス契約債権残高は25,234百万円であり

ます。 

 ４ 保証債務  ４ 保証債務  ４ 保証債務 

従業員財形貯蓄住宅資

金制度の利用者 
47百万円 

合 計 47百万円 

従業員財形貯蓄住宅資

金制度の利用者 
26百万円 

合 計 26百万円 

従業員財形貯蓄住宅資

金制度の利用者 
40百万円 

合 計 40百万円 

 ５ 平成13年11月16日付の契約で、当社所

有の杉並土地を財団法人民間都市開発

推進機構に1,140百万円で譲渡してお

ります。なお、当該土地は契約締結日

から７年以内の間に民間都市開発の推

進に関する特別措置法等に定めるとこ

ろに従い、買い取りの請求があった場

合は、当社が同機構から譲り受ける予

定であります。また、建物等は、平成

15年２月に完成しております。 

 ５     同   左  ５     同   左 

 ６ 平成14年11月28日付の契約で、当社所

有の荒川土地を財団法人民間都市開発

推進機構に1,150百万円で譲渡してお

ります。なお、当該土地は契約締結日

から７年以内の間に民間都市開発の推

進に関する特別措置法等に定めるとこ

ろに従い、買い取りの請求があった場

合は、当社が同機構から譲り受ける予

定であります。また、平成15年３月に

工事を着工しており、完成予定は平成

17年１月であります。 

 ６ 平成14年11月28日付の契約で、当社所

有の荒川土地を財団法人民間都市開発

推進機構に1,150百万円で譲渡してお

ります。なお、当該土地は契約締結日

から７年以内の間に民間都市開発の推

進に関する特別措置法等に定めるとこ

ろに従い、買い取りの請求があった場

合は、当社が同機構から譲り受ける予

定であります。また、建物等は、平成

17年２月に完成しております。 

 ６     同   左 



(訂正後)  

前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成17年３月31日） 

※１ 担保資産 ※１ 担保資産 ※１ 担保資産 

担保提供資産 
担保権によって担保され
ている債務 

区 分 
帳簿価額 
（百万円） 

区 分 
期末残高 
（百万円） 

預  金 1,356 
短期借入金 10,608 

受取手形 561 

建  物 10,594 長期借入金 
（一年以内返
済分含む） 

27,115 

土  地 25,246 

投資有価証券 785 

合 計 38,544 合 計 37,723 

担保提供資産 
担保権によって担保され
ている債務 

区 分 
帳簿価額 
（百万円）

区 分 
期末残高 
（百万円）

預  金 1,174 
短期借入金 5,357 

受取手形 506 

建  物 8,393 長期借入金 
（一年以内返
済分含む）

28,669 

土  地 19,212 

投資有価証券 1,013 

合 計 30,301 合 計 34,027 

担保提供資産 
担保権によって担保され
ている債務 

区 分 
帳簿価額 
（百万円） 

区 分 
期末残高 
（百万円）

預  金 1,164 
短期借入金 11,432 

受取手形 538 

建  物 10,457 長期借入金 
（一年以内返
済分含む） 

25,541 

土  地 25,246 

投資有価証券 910 

合 計 38,317 合 計 36,973 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

30,627百万円 32,312百万円 32,227百万円 

※３ リース債権譲渡支払債務（流動負債の

「その他」に含まれている）及び「長

期リース債権譲渡支払債務」は、「特

定債権等に係る事業の規制に関する法

律」に基づく資金調達額であります。

なお、この法律に基づき譲渡したリー

ス契約債権残高は25,149百万円であり

ます。 

※３ リース債権譲渡支払債務（流動負債の

「その他」に含まれている）及び「長

期リース債権譲渡支払債務」は、「特

定債権等に係る事業の規制に関する法

律」に基づく資金調達額であります。

なお、この法律に基づき譲渡したリー

ス契約債権残高は25,410百万円であり

ます。 

※３ リース債権譲渡支払債務（流動負債の

「その他」に含まれている）及び「長

期リース債権譲渡支払債務」は、「特

定債権等に係る事業の規制に関する法

律」に基づく資金調達額であります。

なお、この法律に基づき譲渡したリー

ス契約債権残高は25,234百万円であり

ます。 

 ４ 保証債務  ４ 保証債務  ４ 保証債務 

従業員財形貯蓄住宅資

金制度の利用者 
47百万円 

合 計 47百万円 

従業員財形貯蓄住宅資

金制度の利用者 
26百万円 

合 計 26百万円 

従業員財形貯蓄住宅資

金制度の利用者 
40百万円 

合 計 40百万円 

 ５ 平成13年11月16日付の契約で、当社所

有の杉並土地を財団法人民間都市開発

推進機構に1,140百万円で譲渡してお

ります。なお、当該土地は契約締結日

から７年以内の間に民間都市開発の推

進に関する特別措置法等に定めるとこ

ろに従い、買い取りの請求があった場

合は、当社が同機構から譲り受ける予

定であります。また、建物等は、平成

15年２月に完成しております。 

 ５     同   左  ５     同   左 

 ６ 平成14年11月28日付の契約で、当社所

有の荒川土地を財団法人民間都市開発

推進機構に1,150百万円で譲渡してお

ります。なお、当該土地は契約締結日

から７年以内の間に民間都市開発の推

進に関する特別措置法等に定めるとこ

ろに従い、買い取りの請求があった場

合は、当社が同機構から譲り受ける予

定であります。また、平成15年３月に

工事を着工しており、完成予定は平成

17年１月であります。 

 ６ 平成14年11月28日付の契約で、当社所

有の荒川土地を財団法人民間都市開発

推進機構に1,150百万円で譲渡してお

ります。なお、当該土地は契約締結日

から７年以内の間に民間都市開発の推

進に関する特別措置法等に定めるとこ

ろに従い、買い取りの請求があった場

合は、当社が同機構から譲り受ける予

定であります。また、建物等は、平成

17年２月に完成しております。 

 ６     同   左 



(中間連結損益計算書関係) 

(訂正前)  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

給料手当及び賞与 3,217百万円 

賃借料及び設備費 2,075百万円 

販売諸掛 1,451百万円 

賞与引当金繰入額 1,246百万円 

退職給付費用 249百万円 

給料手当及び賞与 3,698百万円 

賃借料及び設備費 1,446百万円 

販売諸掛 1,449百万円 

賞与引当金繰入額 1,120百万円 

退職給付費用 250百万円 

給料手当及び賞与 8,858百万円 

賃借料及び設備費 2,540百万円 

販売諸掛 3,139百万円 

賞与引当金繰入額 1,225百万円 

退職給付費用 574百万円 

※２ 連結子会社である東京日産コンピュー

タシステム㈱の公募増資によるもので

あります。 

※２     ───── ※２ 連結子会社である東京日産コンピュー

タシステム㈱の株式公開時の公募増資

によるものであります。 

※３     ───── ※３ 内訳は次のとおりであります。 

土地建物売却益 9,709百万円 

その他 1百万円 

合 計 9,710百万円 

※３ 内訳は次のとおりであります。 

麻布ビル土地建物 

売却益 
466百万円 

その他 6百万円 

合 計 472百万円 

※４     ───── ※４     ───── ※４ 連結子会社である東京日産コンピュー

タシステム㈱の株式の売却によるもの

であります。 

※５ 貸倒引当金繰入額は関係会社に対する

ものであります。 

※５     ───── ※５     ───── 

※６     ───── ※６ 内訳は次のとおりであります。 

土地建物売却損 3,395百万円 

車両運搬具売却損 394百万円 

固定資産除却損 45百万円 

固定資産撤去費用 11百万円 

合 計 3,845百万円 

※６ 内訳は次のとおりであります。 

固定資産除却損 187百万円 

車両運搬具売却損 412百万円 

合 計 599百万円 

※７     ───── ※７ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。 

当社グループは、管理会計上の区分に

従い、主として店舗ごとに資産グルー

プ化を行っております。 

継続的な地価の下落により、資産性が

著しく低下した上記の２物件の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（1,824百万円）とし

て特別損失に計上しました。 

なお、当該店舗は平成17年９月30日に

売買契約を締結し、平成18年３月末日

に物件引渡しを行う予定のため、実際

の売却価額を正味売却額としておりま

す。その内訳は、土地（1,512百万

円）、建物等（291百万円）でありま

す。また、遊休資産については、固定

資産税評価額により評価しておりま

す。 

場 所 主な用途 種 類 
減損損失

（百万円）

東京都 

(江東区) 
店 舗 

土地及び 

建物等 
1,803

長野県 

(安曇野市) 
遊休資産 土 地 21

※７     ───── 



(訂正後)  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

給料手当及び賞与 3,217百万円 

賃借料及び設備費 2,075百万円 

販売諸掛 1,451百万円 

賞与引当金繰入額 1,246百万円 

退職給付費用 249百万円 

給料手当及び賞与 3,613百万円 

賃借料及び設備費 1,464百万円 

販売諸掛 2,001百万円 

賞与引当金繰入額 1,120百万円 

退職給付費用 250百万円 

給料手当及び賞与 8,825百万円 

賃借料及び設備費 2,509百万円 

販売諸掛 3,600百万円 

賞与引当金繰入額 1,225百万円 

退職給付費用 574百万円 

※２ 連結子会社である東京日産コンピュー

タシステム㈱の公募増資によるもので

あります。 

※２     ───── ※２ 連結子会社である東京日産コンピュー

タシステム㈱の株式公開時の公募増資

によるものであります。 

※３     ───── ※３ 内訳は次のとおりであります。 

土地建物売却益 9,709百万円 

その他 1百万円 

合 計 9,710百万円 

※３ 内訳は次のとおりであります。 

麻布ビル土地建物 

売却益 
466百万円 

その他 6百万円 

合 計 472百万円 

※４     ───── ※４     ───── ※４ 連結子会社である東京日産コンピュー

タシステム㈱の株式の売却によるもの

であります。 

※５ 貸倒引当金繰入額は関係会社に対する

ものであります。 

※５     ───── ※５     ───── 

※６     ───── ※６ 内訳は次のとおりであります。 

土地建物売却損 3,395百万円 

車両運搬具売却損 394百万円 

固定資産除却損 45百万円 

固定資産撤去費用 11百万円 

合 計 3,845百万円 

※６ 内訳は次のとおりであります。 

固定資産除却損 187百万円 

車両運搬具売却損 412百万円 

合 計 599百万円 

※７     ───── ※７ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。 

当社グループは、管理会計上の区分に

従い、主として店舗ごとに資産グルー

プ化を行っております。 

継続的な地価の下落により、資産性が

著しく低下した上記の２物件の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（1,824百万円）とし

て特別損失に計上しました。 

なお、当該店舗は平成17年９月30日に

売買契約を締結し、平成18年３月末日

に物件引渡しを行う予定のため、実際

の売却価額を正味売却額としておりま

す。その内訳は、土地（1,512百万

円）、建物等（291百万円）でありま

す。また、遊休資産については、固定

資産税評価額により評価しておりま

す。 

場 所 主な用途 種 類 
減損損失

（百万円）

東京都 

(江東区) 
店 舗 

土地及び 

建物等 
1,803

長野県 

(安曇野市) 
遊休資産 土 地 21

※７     ───── 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

(訂正前)  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 8,865百万円 

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△98百万円 

現金及び現金同等物 8,767百万円 

現金及び預金勘定 7,047百万円 

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△30百万円 

現金及び現金同等物 7,017百万円 

現金及び預金勘定 7,897百万円 

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△24百万円 

現金及び現金同等物 7,872百万円 

(訂正後)  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 8,865百万円 

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△98百万円 

現金及び現金同等物 8,767百万円 

現金及び預金勘定 7,047百万円 

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△30百万円 

現金及び現金同等物 7,017百万円 

現金及び預金勘定 7,903百万円 

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△24百万円 

現金及び現金同等物 7,878百万円 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

(訂正前) 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 注１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

 注２．事業区分 

 注３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（833百万円）の主なものは、当社の人事、総

務、経理等の管理部門に係る費用であります。 

 
自 動 車 

関連事業 

（百万円） 

不 動 産 

関連事業 

（百万円） 

そ の 他 

の 事 業 

(百万円) 

 

計 

（百万円） 

消    去 

又は全社 

(百万円) 

 

連  結 

（百万円） 

売      上      高       

(1)外部顧客に対する売上高 50,928 868 6,271 58,068 － 58,068 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
26 － 479 505 (505) － 

計 50,954 868 6,750 58,573 (505) 58,068 

営   業   費   用 49,783 415 6,460 56,658 328 56,987 

営   業   利   益 1,171 452 290 1,914 (833) 1,081 

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理、自動車リース等 

不動産関連事業 不動産の賃貸等 

その他の事業 コンピュータ販売、自動車教習所等 



当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 注１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

 注２．事業区分 

 注３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（995百万円）の主なものは、当社の人事、総

務、経理等の管理部門に係る費用であります。 

 注４．前中間連結会計期間の「その他の事業」に計上していた「情報システム関連事業」は、前連結会計年度より重要

性が増加したため、区分掲記しております。なお、前中間連結会計期間における「情報システム関連事業」の売

上高は5,625百万円、営業利益は167百万円であります。 

 
自 動 車 

関連事業 

（百万円） 

不 動 産 

関連事業 

（百万円） 

情報システ

ム関連事業 

（百万円） 

そ の 他 

の 事 業 

(百万円) 

 

計 

（百万円） 

消    去 

又は全社 

(百万円) 

 

連  結 

（百万円） 

売      上      高        

(1)外部顧客に対する売上高 55,216 1,188 5,206 1,283 62,895 － 62,895 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
22 － 434 628 1,084 (1,084) － 

計 55,238 1,188 5,640 1,912 63,979 (1,084) 62,895 

営   業   費   用 54,924 759 5,423 1,713 62,821 (89) 62,732 

営   業   利   益 313 428 217 198 1,157 (995) 162 

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理、自動車リース等 

不動産関連事業 不動産の賃貸等 

情報システム関連事業 情報システム関連機器の販売及び導入 

その他の事業 自動車教習所等 



前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 注１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

 注２．事業区分 

 注３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,926百万円）の主なものは、当社の人事、

総務、経理等の管理部門に係る費用であります。 

 注４．前連結会計年度について「その他の事業」に計上していた「情報システム関連事業」は、当連結会計年度より重

要性が増加したため、区分掲記しております。なお、前連結会計年度における「情報システム関連事業」の売上

高は11,160百万円、営業利益は342百万円であります。 

 
自 動 車 

関連事業 

（百万円） 

不 動 産 

関連事業 

（百万円） 

情報システ

ム関連事業 

（百万円） 

そ の 他 

の 事 業 

(百万円) 

 

計 

（百万円） 

消    去 

又は全社 

(百万円) 

 

連  結 

（百万円） 

売      上      高        

(1)外部顧客に対する売上高 111,070 2,379 13,033 2,580 129,064 － 129,064 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
52 － 949 1,119 2,121 (2,121) － 

計 111,123 2,379 13,983 3,700 131,186 (2,121) 129,064 

営   業   費   用 108,522 1,425 13,552 3,324 126,825 (195) 126,629 

営   業   利   益 2,600 954 430 375 4,361 (1,926) 2,434 

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理、自動車リース等 

不動産関連事業 不動産の賃貸等 

情報システム関連事業 情報システム関連機器の販売及び導入 

その他の事業 自動車教習所等 



(訂正後) 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 注１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

 注２．事業区分 

 注３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（833百万円）の主なものは、当社の人事、総

務、経理等の管理部門に係る費用であります。 

 
自 動 車 

関連事業 

（百万円） 

不 動 産 

関連事業 

（百万円） 

そ の 他 

の 事 業 

(百万円) 

 

計 

（百万円） 

消    去 

又は全社 

(百万円) 

 

連  結 

（百万円） 

売      上      高       

(1)外部顧客に対する売上高 50,928 868 6,271 58,068 － 58,068 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
26 － 479 505 (505) － 

計 50,954 868 6,750 58,573 (505) 58,068 

営   業   費   用 49,783 415 6,460 56,658 328 56,987 

営   業   利   益 1,171 452 290 1,914 (833) 1,081 

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理、自動車リース等 

不動産関連事業 不動産の賃貸等 

その他の事業 コンピュータ販売、自動車教習所等 



当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 注１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

 注２．事業区分 

 注３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（995百万円）の主なものは、当社の人事、総

務、経理等の管理部門に係る費用であります。 

 注４．前中間連結会計期間の「その他の事業」に計上していた「情報システム関連事業」は、前連結会計年度より重要

性が増加したため、区分掲記しております。なお、前中間連結会計期間における「情報システム関連事業」の売

上高は5,625百万円、営業利益は167百万円であります。 

 注５．前中間連結会計期間の「その他の事業」に計上していた「ホテル事業」は、当中間連結会計期間より重要性が増

加したため、区分掲記しております。なお、前中間連結会計期間における「ホテル事業」の売上高は514百万

円、営業利益は63百万円であります。 

 
自 動 車 

関連事業 

（百万円） 

不 動 産 

関連事業 

（百万円）

情報シス

テム関連

事業 

（百万円）

ホテル 

事業  

（百万円）

そ の 他 

の 事 業 

(百万円) 

 

計 

（百万円） 

消    去 

又は全社 

(百万円) 

 

連  結 

（百万円）

売      上      高         

(1)外部顧客に対する売上高 55,233 1,188 5,206 569 714 62,912 － 62,912 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
22 － 434 － 628 1,084 (1,084) － 

計 55,255 1,188 5,640 569 1,342 63,997 (1,084) 62,912 

営   業   費   用 55,428 759 5,423 479 1,234 63,325 (89) 63,236 

営業利益又は営業損失（△） △172 428 217 89 108 671 (995) △323 

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理、自動車リース等 

不動産関連事業 不動産の賃貸等 

情報システム関連事業 情報システム関連機器の販売及び導入 

ホテル事業  ホテル業 

その他の事業 自動車教習所等 



前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 注１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

 注２．事業区分 

 注３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,926百万円）の主なものは、当社の人事、

総務、経理等の管理部門に係る費用であります。 

 注４．前連結会計年度について「その他の事業」に計上していた「情報システム関連事業」は、当連結会計年度より重

要性が増加したため、区分掲記しております。なお、前連結会計年度における「情報システム関連事業」の売上

高は11,160百万円、営業利益は342百万円であります。 

 
自 動 車 

関連事業 

（百万円） 

不 動 産 

関連事業 

（百万円） 

情報システ

ム関連事業 

（百万円） 

そ の 他 

の 事 業 

(百万円) 

 

計 

（百万円） 

消    去 

又は全社 

(百万円) 

 

連  結 

（百万円） 

売      上      高        

(1)外部顧客に対する売上高 111,061 2,379 13,033 2,580 129,056 － 129,056 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
52 － 949 1,119 2,121 (2,121) － 

計 111,114 2,379 13,983 3,700 131,177 (2,121) 129,056 

営   業   費   用 108,775 1,425 13,552 3,324 127,077 (195) 126,882 

営   業   利   益 2,339 954 430 375 4,100 (1,926) 2,173 

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理、自動車リース等 

不動産関連事業 不動産の賃貸等 

情報システム関連事業 情報システム関連機器の販売及び導入 

その他の事業 自動車教習所等 



(１株当たり情報) 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(訂正前)  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 254円81銭

１株当たり中間純利益  6円 8銭

１株当たり純資産額 310円32銭

１株当たり中間純利益 41円 5銭

１株当たり純資産額 265円90銭

１株当たり当期純利益 14円77銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間（当期）純利益（百万円）  267 1,803 665 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 16 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (－) (－) (16) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 267 1,803 649 

普通株式の期中平均株式数（千株） 43,959 43,948 43,956 

(訂正後)  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 254円81銭

１株当たり中間純利益  6円 8銭

１株当たり純資産額 293円32銭

１株当たり中間純利益 29円98銭

１株当たり純資産額 259円97銭

１株当たり当期純利益 8円84銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間（当期）純利益（百万円）  267 1,317 404 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 16 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (－) (－) (16) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 267 1,317 388 

普通株式の期中平均株式数（千株） 43,959 43,948 43,956 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

(訂正前)  

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 5,531   3,575   4,367   

２．受取手形   4   －   －   

３．有価証券  10   －   －   

４．その他  1,192   1,334   1,545   

５．繰延税金資産  29   2,442   30   

流動資産合計   6,767 8.8  7,352 10.4  5,943 7.9 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

（1）建 物 ※２ 12,821   14,401   16,362   

（2）土 地 ※２ 32,426   25,980   32,698   

（3）その他  3,415   689   892   

有形固定資産合計  48,663   41,071   49,952   

２．無形固定資産  174   239   191   

３．投資その他の資産           

（1）投資有価証券 ※２ 13,968   14,818   13,994   

（2）長期貸付金  11,898   11,009   8,912   

（3）その他  867   1,436   1,463   

（4）投資評価引当金  △1,953   △1,883   △1,883   

（5）貸倒引当金  △3,100   △3,398   △2,954   

投資その他の資産合計  21,682   21,983   19,533   

固定資産合計   70,520 91.2  63,294 89.6  69,677 92.1 

資産合計   77,287 100.0  70,646 100.0  75,621 100.0 

           



  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  1,061   93   426   

２．短期借入金 ※２ 23,408   10,844   20,094   

３．一年以内返済予定の長期借入金 ※２ 11,091   8,425   7,032   

４．一年以内償還予定の社債  280   280   280   

５．未払法人税等  －   2,620   －   

６．賞与引当金  4   6   5   

７．関係会社整理損失引当金   －   4,160   －   

８．その他 ※３ 1,214   2,015   7,533   

流動負債合計   37,059 47.9  28,445 40.3  35,372 46.8 

Ⅱ 固定負債           

１．社 債  1,120   840   980   

２．長期借入金 ※２ 19,954   22,544   19,851   

３．繰延税金負債  693   892   746   

４．退職給付引当金  8   7   8   

５．長期預り金  893   351   915   

６．その他  326   226   310   

固定負債合計   22,996 29.8  24,862 35.2  22,812 30.1 

負債合計   60,055 77.7  53,307 75.5  58,184 76.9 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   12,313 15.9  12,313 17.4  12,313 16.3 

Ⅱ 資本剰余金           

  資本準備金  896   896   896   

資本剰余金合計   896 1.2  896 1.3  896 1.2 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  51   69   51   

２．任意積立金  2,600   2,600   2,600   

３．中間（当期）未処分利益  365   169   495   

利益剰余金合計   3,016 3.9  2,838 4.0  3,146 4.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   1,010 1.3  1,300 1.8  1,088 1.4 

Ⅴ 自己株式   △5 △0.0  △9 △0.0  △7 △0.0 

資本合計   17,231 22.3  17,338 24.5  17,436 23.1 

負債・資本合計   77,287 100.0  70,646 100.0  75,621 100.0 

           



(訂正後)  

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 5,531   3,575   4,367   

２．受取手形   4   －   －   

３．有価証券  10   －   －   

４．その他  1,192   1,334   1,545   

５．繰延税金資産  29   2,442   30   

流動資産合計   6,767 8.8  7,352 10.5  5,943 7.9 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

（1）建 物 ※２ 12,821   14,401   16,362   

（2）土 地 ※２ 32,426   25,980   32,698   

（3）その他  3,415   689   892   

有形固定資産合計  48,663   41,071   49,952   

２．無形固定資産  174   239   191   

３．投資その他の資産           

（1）投資有価証券 ※２ 13,968   14,818   13,994   

（2）長期貸付金  11,898   11,009   8,912   

（3）その他  867   1,436   1,463   

（4）投資評価引当金  △1,953   △1,883   △1,883   

（5）貸倒引当金  △3,100   △4,119   △3,215   

投資その他の資産合計  21,682   21,262   19,272   

固定資産合計   70,520 91.2  62,573 89.5  69,416 92.1 

資産合計   77,287 100.0  69,925 100.0  75,360 100.0 

           



  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  1,061   93   426   

２．短期借入金 ※２ 23,408   10,844   20,094   

３．一年以内返済予定の長期借入金 ※２ 11,091   8,425   7,032   

４．一年以内償還予定の社債  280   280   280   

５．未払法人税等  －   2,620   －   

６．賞与引当金  4   6   5   

７．関係会社整理損失引当金   －   4,160   －   

８．その他 ※３ 1,214   2,015   7,533   

流動負債合計   37,059 47.9  28,445 40.7  35,372 46.9 

Ⅱ 固定負債           

１．社 債  1,120   840   980   

２．長期借入金 ※２ 19,954   22,544   19,851   

３．繰延税金負債  693   892   746   

４．退職給付引当金  8   7   8   

５．長期預り金  893   351   915   

６．その他  326   226   310   

固定負債合計   22,996 29.8  24,862 35.5  22,812 30.3 

負債合計   60,055 77.7  53,307 76.2  58,184 77.2 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   12,313 15.9  12,313 17.6  12,313 16.3 

Ⅱ 資本剰余金           

  資本準備金  896   896   896   

資本剰余金合計   896 1.2  896 1.3  896 1.2 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  51   69   51   

２．任意積立金  2,600   2,600   2,600   

３．中間（当期）未処分利益 
又は中間未処理損失（△）  365   △551   234   

利益剰余金合計   3,016 3.9  2,117 3.0  2,885 3.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   1,010 1.3  1,300 1.9  1,088 1.4 

Ⅴ 自己株式   △5 △0.0  △9 △0.0  △7 △0.0 

資本合計   17,231 22.3  16,617 23.8  17,175 22.8 

負債・資本合計   77,287 100.0  69,925 100.0  75,360 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

(訂正前)  

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高      2,253 100.0  4,566 100.0

１．商品売上高  －         

２．営業収入  2,221         

３．収入手数料  － 2,221 100.0       

Ⅱ 売上原価      1,110 49.3  2,315 50.7

１．商品売上原価  －         

２．営業収入原価  1,103 1,103 49.7       

売上総利益   1,118 50.3  1,143 50.7  2,251 49.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   427 19.2  530 23.5  892 19.5 

営業利益   691 31.1  612 27.2  1,358 29.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１  41 1.9  39 1.7  103 2.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２  543 24.5  480 21.3  1,038 22.8 

経常利益   188 8.5  172 7.6  423 9.3 

Ⅵ 特別利益 ※３  141 6.3  9,741 432.3  422 9.2 

Ⅶ 特別損失 ※４  198 8.9  9,883 438.5  344 7.5 

税引前中間（当期）純利益   130 5.9  30 1.4  502 11.0 

法人税、住民税及び事業税  25   2,575   268   

法人税等調整額  50 75 3.4 △2,412 162 7.2 49 317 7.0 

中間（当期）純利益   55 2.5  △131 △5.8  184 4.0 

前期繰越利益   310   301   310  

中間（当期）未処分利益   365   169   495  

           



(訂正後)  

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高      2,253 100.0  4,566 100.0

１．商品売上高  －         

２．営業収入  2,221         

３．収入手数料  － 2,221 100.0       

Ⅱ 売上原価      1,110 49.3  2,315 50.7

１．商品売上原価  －         

２．営業収入原価  1,103 1,103 49.7       

売上総利益   1,118 50.3  1,143 50.7  2,251 49.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   427 19.2  530 23.5  892 19.5 

営業利益   691 31.1  612 27.2  1,358 29.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１  41 1.9  39 1.7  103 2.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２  543 24.5  480 21.3  1,038 22.8 

経常利益   188 8.5  172 7.6  423 9.3 

Ⅵ 特別利益 ※３  141 6.3  9,741 432.3  422 9.2 

Ⅶ 特別損失 ※４  198 8.9  10,343 459.0  605 13.2 

税引前中間（当期）純利益 
又は中間純損失（△）   130 5.9  △429 △19.1  241 5.3 

法人税、住民税及び事業税  25   2,575   268   

法人税等調整額  50 75 3.4 △2,412 162 7.2 49 317 7.0 

中間純利益 
又は中間（当期）純損失（△）   55 2.5  △591 △26.3  △76 △1.7 

前期繰越利益   310   40   310  

中間（当期）未処分利益 
又は中間未処理損失   365   △551   234  

           



注記事項 

（中間損益計算書関係） 

（訂正前）  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要な項目 ※１ 営業外収益のうち主要な項目 ※１ 営業外収益のうち主要な項目 

受取利息 18百万円 

受取配当金 19百万円 

受取利息 6百万円 

受取配当金 27百万円 

受取利息 29百万円 

※２ 営業外費用のうち主要な項目 ※２ 営業外費用のうち主要な項目 ※２ 営業外費用のうち主要な項目 

支払利息 490百万円 

社債発行費 30百万円 

支払利息 445百万円 支払利息 939百万円 

※３ 特別利益のうち主要な項目 ※３ 特別利益のうち主要な項目 ※３ 特別利益のうち主要な項目 

投資有価証券売却益 141百万円 固定資産売却益 9,695百万円 投資有価証券売却益 284百万円 

関係会社株式売却益 77百万円 

土地建物売却益 13百万円 

※４ 特別損失のうち主要な項目 ※４ 特別損失のうち主要な項目 ※４ 特別損失のうち主要な項目 

貸倒引当金繰入額 119百万円 

固定資産除却損 37百万円 

投資有価証券評価損 31百万円 

関係会社整理損失引

当金繰入額 

4,160百万円 

貸倒引当金繰入額 490百万円 

固定資産除却・売却

損 

3,408百万円 

減損損失 1,824百万円 

貸倒引当金繰入額 104百万円 

固定資産除却・撤去

費用 
150百万円 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 460百万円 

無形固定資産 17百万円 

有形固定資産 532百万円 

無形固定資産 27百万円 

有形固定資産 987百万円 

無形固定資産 40百万円 

６    ───── ６ 減損損失 

当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計

上しております。 

当社は、管理会計上の区分に従い、主

として店舗ごとに資産グループ化を行

っております。 

継続的な地価の下落により、資産性が

著しく低下した上記の２物件の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（1,824百万円）とし

て特別損失に計上しました。 

なお、当該店舗は平成17年９月30日に

売買契約を締結し、平成18年３月末日

に物件引渡しを行う予定のため、実際

の売却価額を正味売却額としておりま

す。その内訳は、土地（1,512百万

円）、建物等（291百万円）でありま

す。また、遊休資産については、固定

資産税評価額により評価しておりま

す。 

場 所 主な用途 種 類 
減損損失

（百万円）

東京都 

(江東区) 
店 舗 

土地及び 

建物等 
1,803

長野県 

(安曇野市) 
遊休資産 土 地 21

６    ───── 



（訂正後）  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要な項目 ※１ 営業外収益のうち主要な項目 ※１ 営業外収益のうち主要な項目 

受取利息 18百万円 

受取配当金 19百万円 

受取利息 6百万円 

受取配当金 27百万円 

受取利息 29百万円 

※２ 営業外費用のうち主要な項目 ※２ 営業外費用のうち主要な項目 ※２ 営業外費用のうち主要な項目 

支払利息 490百万円 

社債発行費 30百万円 

支払利息 445百万円 支払利息 939百万円 

※３ 特別利益のうち主要な項目 ※３ 特別利益のうち主要な項目 ※３ 特別利益のうち主要な項目 

投資有価証券売却益 141百万円 固定資産売却益 9,695百万円 投資有価証券売却益 284百万円 

関係会社株式売却益 77百万円 

土地建物売却益 13百万円 

※４ 特別損失のうち主要な項目 ※４ 特別損失のうち主要な項目 ※４ 特別損失のうち主要な項目 

貸倒引当金繰入額 119百万円 

固定資産除却損 37百万円 

投資有価証券評価損 31百万円 

関係会社整理損失引

当金繰入額 

4,160百万円 

貸倒引当金繰入額 950百万円 

固定資産除却・売却

損 

3,408百万円 

減損損失 1,824百万円 

貸倒引当金繰入額 365百万円 

固定資産除却・撤去

費用 
150百万円 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 460百万円 

無形固定資産 17百万円 

有形固定資産 532百万円 

無形固定資産 27百万円 

有形固定資産 987百万円 

無形固定資産 40百万円 

６    ───── ６ 減損損失 

当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計

上しております。 

当社は、管理会計上の区分に従い、主

として店舗ごとに資産グループ化を行

っております。 

継続的な地価の下落により、資産性が

著しく低下した上記の２物件の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（1,824百万円）とし

て特別損失に計上しました。 

なお、当該店舗は平成17年９月30日に

売買契約を締結し、平成18年３月末日

に物件引渡しを行う予定のため、実際

の売却価額を正味売却額としておりま

す。その内訳は、土地（1,512百万

円）、建物等（291百万円）でありま

す。また、遊休資産については、固定

資産税評価額により評価しておりま

す。 

場 所 主な用途 種 類 
減損損失

（百万円）

東京都 

(江東区) 
店 舗 

土地及び 

建物等 
1,803

長野県 

(安曇野市) 
遊休資産 土 地 21

６    ───── 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年１月15日

株式会社東日カーライフグループ   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 楠原 利和  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 椿  愼美  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社東日カーライフグループの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）に係る半期報告書の訂正報告書の訂正後の中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の訂正後の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社東日カーライフグループ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１. 半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、連結子会社においてシステム間の連動状況の問題か

ら、子会社の経理担当者が手作業による経理修正処理を余儀なくされ、結果として経理システムによらず決算処理を行

っていた。それに伴い、会社は中間連結財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正後の中間連結財務諸表について

再度監査を行った。この訂正の結果、営業利益が486百万円減少、経常損失が486百万円増加、税金等調整前中間純利益

及び中間純利益が486百万円増加し、利益剰余金及び資本合計が747百万円減少している。 

２. 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年１月15日

株式会社東日カーライフグループ   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 楠原 利和  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 椿  愼美  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社東日カーライフグループの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第94期事業年度の中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）に係る半期報告書の訂正報告書の訂正後の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表

及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人の中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の訂正後の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社東日カーライフグループの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１. 半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、子会社においてシステム間の連動状況の問題から、子

会社の経理担当者が手作業による経理修正処理を余儀なくされ、結果として経理システムによらず決算処理を行ってい

た。それに伴い、会社は中間財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正後の中間財務諸表について再度監査を行っ

た。この訂正の結果、税引前中間期純利益が460百万円減少、中間純利益が460百万円増加し、利益剰余金及び資本合計

が721百万円減少している。 

２. 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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